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担当係

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

内容

（手段）

実施・運営方法

※費用合計に占める

経費の内訳(割合)

社会教育法第15条、小牧市社会教育委員設置条例、小牧市社会教育審議会規則

10

担当課

5

教育文化

生涯学習課

社会教育係

11

平成３０年度以降

生涯学習

事業類型 法定受託系

「こまなび」を推進する

1

　市民への社会教育施策について、効果的な振興が図られるよう生涯学習推進会議で審議

し、円滑な施策の運営を図る。

　学校教育及び社会教育の関係者、家庭教育の向上に資する活動を行う者並びに学識経

験のある者12人の委員による年2～3回の生涯学習推進会議を開催。

　また委員は県主催の総会及び研修会への参加。

　職員は年２～３回の生涯学習推進会議の運営事務。県主催の総会及び研修会の連絡調

整事務。

　　審議事項：（１）成人教育に関すること　（２）青少年教育に関すること　（３）家庭教育に関

すること  （４）社会教育関係団体の振興に関すること　（５）社会教育施設の設置運営に関

すること　（６）地方文化振興に関すること　（７）その他社会教育振興に関すること

助成 0

総合計画

分野別計画

予算区分

担当部事務事業名 社会教育委員会運営事業

会計区分

平成１２年度以前 ～事業期間

事業番号 352

平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート平成24年度 事務事業評価シート

教育委員会事務局

事事事事
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のののの

　　　　

　　　　

概概概概

　　　　

　　　　

要要要要

直接実施・

運営

100 委託 0

一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

Ｈ24予算額

391

0.07

372

123.1

Ｈ23決算額

239

Ｈ22決算額

0

00

0

0.070.07

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

財

源

その他職員

0.03

（手段）

従事者数

Ｈ21決算額

一般財源

国・県支出金

対前年比

その他財源

人件費

0

325

【直接経費の内訳】

委員謝礼 192,500円、旅費等 8,500円、消耗品費等 18,470円

負担金 19,400円

◎24年度実施内容

23年度と同様に実施する。

費用合計

166

159

0.00

無し

従事者数

人件費

費

用

直接経費

正職員

645

0

受益者負担

273

0

645

198.4

0

0

0

808

656

101.7

656

0.02

45

372372

0.00

325

0.02

45

808



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

12

3

H24

3

回

社会教育委員

12

12

生涯学習推進会議において社会教育委員より幅広い意見を聴取した。

12

12

12

3 3

H21

3

H22

33

H24H23

成果指標名

生涯学習推進会議開

催

事業の

達成状況

活動指標名

生涯学習推進会議開

催

3

回

H23

3

3

3

H21

3

人

12

3

3
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H22

352事業番号

平平平平

成成成成

２２２２

３３３３

年年年年

社会教育・生涯学習に関する意見を聴取できなくなり、施策に反映できなくなる。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

事事事事

業業業業

のののの

自自自自

己己己己

評評評評

価価価価

今今今今

後後後後

のののの

事事事事

業業業業

のののの

方方方方

向向向向

性性性性

現状維持

判定理由

一次評価のとおり。

改善案等

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定

現状維持

判　定　理　由

広範な分野から委員の委嘱をしていくとともに、社会教育・生涯学習に関する様々な

意見を求め施策に反映していく。

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

事業実施におけ

る課題等

社会教育委員の選考にあっては、これまで以上により広範な分野からの委員の委嘱

をおこなう。

生涯学習推進会議において社会教育委員より幅広い意見を聴取することができ、施

策に反映することができる。

方向性の判定


